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整理番号 18-１-１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 国際学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅱ 教育内容 

 

２． 上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「教育課程の編成」「学生や社会からの要請への対応」 

 

（取組及び成果の状況） 

国際学部多文化公共圏センターは，国際学部教員が中心となって進めてきた「外国人児童生徒教育」

や「多文化公共圏研究」についての宇都宮大学重点推進研究等の成果を踏まえ，地域の国際化やグロー

バルな諸問題に対する調査研究や実践的な活動を担っていく拠点構築を目指し，平成 20 年４月に開設

された。センターは，２年間，「グローバル化する世界の諸問題」および「グローバル教育」に関する

シンポジウムや「多文化共生の地域づくり」に関する市民講座を精力的に開催した。さらに，宇都宮市

と協力して，多文化共生をテーマとする大規模調査を，日本人および外国人住民を対象として実施した。

本センターは教育学部教育実践総合センターとの連携を図り，「グローバル化に対応する人材養成と地

域貢献」プロジェクトを計画し，平成 22 年度から３年間の特別経費プロジェクトとして文科省に採択

された（平成 22 年度経費 28,370 千円）。このなかの１つの取組として，国際学部と教育学部のカリキ

ュラム改革（「グローバル化と外国人児童生徒教育」の授業新規立ち上げ）が決定している。 

 

（理由） 

 外国人児童生徒教育やグローバル教育の推進において，本センターは，第一に，シンポジウムや市民

講座などを通して，先端的な研究成果を広く社会に対して発信した。第二に，多文化共生の地域づくり

をテーマとする調査を宇都宮市と共同事業として行った。本学と地域との連携をベースとした，多文化

共生に関する大規模調査は本県では過去に例がない。第三に，より広く学生と社会の要請に応えるため

に，教育学部と協力して「グローバル化に対応する人材養成と地域貢献」に関する研究計画を策定した。

この結果，国際学部と教育学部が連携した計画案が，３年間の特別経費プロジェクトとして採択される

など，学生や地域からの要請に対応した教育内容と教員組織を備えた特色ある取組である。 

 

 

 

宇都宮市外国籍市民意識調査報告書多言語版（ポルトガ

ル語・スペイン語・中国語・韓国語・英語・タイ語）

（2009.12.1 刊行） 
下野新聞・平成 22 年 6 月 12 日 



整理番号 18-１-２ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 国際学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例５「キャリア意識の啓発」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 
 

（取組）「地域の大学連携による学生の国際キャリア開発プログラム」 

（成果の状況） 
文科省平成 21 年度「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」に採択された「地域の

大学連携による学生の国際キャリア開発プログラム」（平成 21〜23 年度）は，地域の自治体や市民団体，

産業界が求める国際化時代の人材を養成するキャリア教育プログラムであり，宇都宮大・作新学院大・

白鴎大の連携と国際医療福祉大学，国際協力機構(JICA)，栃木県，栃木県国際交流センター，栃木県経

済同友会，市民団体等の協力によって運営される。履修対象者は，連携大学のみならず大学コンソーシ

アムとちぎ参加大学の学生，全国の学生・高校生である。平成 21 年度の補助金総額は 28,596 千円であ

る。このプログラムでは，「国際キャリア開発基礎」等（いずれも２泊３日の合宿形式），また「国際キ

ャリア実習Ⅰ」（国内インターンシップ）「国際キャリア実習Ⅱ」（海外インターンシップ）の６科目が

平成 23 年度までに順次開講される。平成 21 年度の「国際キャリア開発基礎」では，国際分野へのキャ

リアパスを考える講義が行われた。参加学生は全国から約 80 名にも及び卒業後，国際分野への就業の

担保を含め，この取組は非常に実際的かつ高い価値を有すると判断される。 

 

（理由） 

○関係者からの評価：外部評価者を含む点検・評価委員会の評価は，次ぎの通りである（５段階評価）。

計画された13項目に関して「その目的を達成しており，期待通りの事業成果を挙げた」（評価点４）が

最も多かった。特に予算執行，人事・組織の面で，計画通りに事業内容が達成され事業展開の基盤が整

ったと言える。「国際キャリアFD委員会の設置に関しての予算執行」では，５の評価が付けられている。

これは，FD委員会の中でより効果的なキャリア教育を実施するための研修を行ったことによる。さらに

「広報活動の充実」では，HPが開設され，関係機関及び団体とのリンクをはるなど，事業のために効果

的な広報活動が実現できたため５という高い評価点が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



整理番号 18-３-３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 教育学部 

 
１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅱ 教育内容 
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「教育課程の編成」「学生や社会からの要請への対応」 
 
学校教育教員養成課程では，教育現場のニーズに幅広く応えるため，実践的指導力のある教員の養成

に向けたカリキュラムの充実と実践力を高めるための教職指導を実施してきた。以下の取組はそれらの
充実と活性化を図り，関係者の期待により一層応えようというものである。 
 
（取組及び成果の状況） 
教育課程の編成：近年，特に栃木県においてはその地域性から外国人児童生徒教育やグローバル教育

に対応できる教員の養成が喫緊の課題となっている。本学部においても平成 19 年度より学内重点推進
研究「外国人の子どもたちの教育・生活環境をめぐる問題」を推進し，その研究成果を基に，平成 21
年度に文科省特別経費「グローバル化社会に対応する人材養成と地域貢献」を申請，採択された（国際
学部と連携：平成 22 年度経費 28,370 千円）。その取組のひとつとして，新規に教育学部共通科目「グ
ローバル化と外国人児童生徒教育」を設け，教員養成カリキュラムの充実化を行っている。 
（理由） 
教育学部と国際学部が連携した計画が，３年間の文科省特別経費プロジェクトとして採択された（国

際学部：整理番号 18-１-１を参照）。 
 

（取組及び成果の状況） 
学生や社会からの要請への対応：教員就職率の向上には，教員志向のより一層の向上と教員志望者の

採用試験対策の更なる充実が必要不可欠である。教員志向の向上・採用試験対策の充実を目的とした組

織的な取組を活性化するため，本学部では，平成 20 年６月に就職支援室を設置した。就職支援室長は

本学部就職支援委員会委員長が兼務し，専門職員２名（校長経験者）が交代制で常駐。全学のキャリア

教育・就職支援センター，本学部就職支援委員会と連携し，教員としてのキャリア形成支援・就職支援

を行うと共に，①栃木県及び近隣県の教員採用試験過去問題の収集・貸し出し，②教職への不安を抱い

た学生へのメンタル面での支援（相談），③教員採用試験のための論作文指導，④教員の求人情報の提

供等を実施している。就職支援室の利用者数は以下のとおり。 
就職支援室 学年別利用状況（平成 20年６月から，平成 21年１月まで） 

学年 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 院生 その他（卒業生等） 合計 
平成 20年度 ２  １ 90 76 ５ ５ 179 
平成 21年度   ０   ８   20 303 17       10 358 

（理由） 
これは平成 16～19 年度の現況調査時にはなかった新しい施設であり，その設置により，上記にもあ

るように，本学部での多彩なキャリア形成支援及び就職支援が可能となった。設置からまだ２年弱であ

るが，教員就職数は確実に増加している。 
宇都宮大学教育学部（学校教員養成課程）教員就職状況 

 卒業者数 正規採用 臨時的採用 教員就職数 教員就職率 
平成 18年度   160     38     30     68    42.5 
平成 19年度   162     49     32     81    50.0 
平成 20年度   184     42     48     90    48.9 
平成 21年度   177     51     42     93    52.5 

 



整理番号 18-４-４ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 教育学研究科 

 
１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅱ 教育内容 
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「教育課程の編成」「学生や社会からの要請への対応」 
 

本研究科では，目指すべき実践的指導力養成を達成するためのカリキュラムを充実させると共に，現

職教員が休職することなく大学院を修了することのできる「カリキュラム開発学専攻」を設置する等，

地域社会のニーズに幅広く応えてきた。下記の取組は，カリキュラムや教員の協働体制を柔軟に運用す

ることにより，関係者の期待により一層応えようというものである。 
 

（取組及び成果の状況） 
（１）制度の概要：教育職員免許取得プログラム（以下「教免プロ」）は，大学院在学者が大学院で

の修学を続けながら，学部の教員免許関連授業科目を履修することで，教育職員免許状を取得できるよ

うにする制度である。この制度は，教員養成学部等以外の出身で教員を目指す大学院生に免許取得の便

宜を与え，地域の教育ニーズに応えるとともに，多様で幅広いニーズをもった教職志向の高い入学者を

受け入れることで研究科の活性化を図ることを目指している。平成 20 年度入学者から制度利用者の募

集を開始した。 
（２）制度の成果：平成 20年度の本制度利用者は６名であった（表）。教員養成課程以外の出身者が

過半を占め，多様で幅広いニーズをもった教職志向の高い入学者の確保という当初の目的が達成できた。

また１名は現職教員であり，現在の職場の要求にあった免許状の取得を目指し，現職者の再教育という

面でも有効性があると判断された。平成 21-22年度は制度を拡大し，取得できる免許種が増えたことな

どから利用者が増加した。平成 21 年度に修了した５名全員が希望の免許を取得できた。このうち１名

は現職教員として学校現場に戻り，３名は取得した免許を生かして特別支援学校と小学校の正規採用教

員及び高等学校の臨時採用教員に就職し，１名は障害者自立支援施設職員になった。このように制度を

利用して取得した免許を生かす職に就くことができている。 
 

（理由） 
これは導入当時，関東周辺の教育学研究科では例のない先進的な取組であり，現在でも，取得免許種

などに関する利用者のニーズに細かく対応するなど類似例の少ない内容となっている。この開始により

教育学研究科に予想を上回る人数の，多様な学修歴や教職志向の高い学生が入学するようになり，教員

免許取得のニーズに応えるとともに教育活動の活性化をはかることができた。特に本県出身の他大学卒

業者の利用例が多く，地域の教育ニーズに応えることができている。修了者が取得免許を生かした職に

就いている点から，制度が学生のニーズに十分応えていると判断される。 
 

教育職員免許取得プログラムの利用状況（平成 22年度は利用許可者） 

出身大学 取得希望免許種（複数免許取得者あり） 
  

利用者

合計 宇都宮大学以外 宇都宮大学他学部 

現職

教員 小学校 中学校 高校 特別支援学校 幼稚園 

平成 20年度 ６ ４ ０ １ １ ２ ２ ２ １ 

平成 21年度 12 ９ １ １ ５ １ ７ ０ ０ 

平成 22年度 25 19 ２ ２ ８ 10 ８ ３ ３ 

 



整理番号 18-５-５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 I 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「基本的組織の編成」「教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制」 
 
（取組及び成果の状況） 
 本学工学部・工学研究科は，平成 20 年４月に部局化・専攻再編を実施して，教員配置の柔軟性が増

し，社会状況などに敏速に対応しやすい指導体制となった。 
 さらに，工学部・工学研究科における教育内容，教育方法についての外部評価の一環として，「宇都

宮大学工学部・工学研究科と群馬大学工学部・工学研究科の相互評価」を群馬大学工学部・工学研究科

に提案して合意が得られた。その第一歩として，平成 22 年３月 11 日に本学部において群馬大学工学部・

工学研究科教員による本学部応用化学科の外部評価を，本学研究科化学系の外部評価とあわせて実施し

た。群馬大学からは，工学部長はじめ化学系の教員を中心に９名，宇都宮大学からは，工学部長以下，

化学系教員を中心に 12 名が参加し，応用化学科，物質環境化学専攻および学際先端システム学専攻化

学分野の教育体制の概要，入学者選抜方法，卒業後の進路，課題等を説明後，それらの内容について，

大学教育の担当者の立場で，細部にまで踏み込んだ形で質疑，応答を行った。終了後，議事録をまとめ，

群馬大学による評価書が提出され，この評価書に基づいて教育の改善がさらに進められることとなった。 
 
（理由） 
 本学工学部・工学研究科の部局化は，教育・研究体制全体の強化という点で顕著な変化である。また，

これまで外部評価として行ってきた，学外識者を委員とする教育運営協議会の開催や，在学生，修了生，

企業を対象としたアンケートなどに加えて，他大学の同一分野の教員を評価者とする外部評価を初めて

実施した。同一分野の教員による評価は，問題点を熟知した者による評価（ピア・レビュー）であり，

今回の実施の結果，それぞれの研究機関における特徴的，または，共通の問題点，そして独自の取組な

ど，今まで得られなかった有意義な情報交換，意見交換を含む評価が行えた。この外部評価の方法は，

一般の社会人による外部評価と相補的に機能することによって，大学の教育改革の改善にきわめて有効

であり，その実施は顕著な変化であると判断される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

群馬大学
工学部・工学研究科

宇都宮大学
工学部・工学研究科

外部識者 地元企業卒業生・修了生

相互評価

問題点を熟知した同一分野の教員によるピア・レビュー
共通の問題点、特徴的な問題点、独自の取組など有意義な情報交換・意見交換

迅速な問題点抽出・効果的な改善策の提案

＜外部評価の強化された部分＞
(平成21年度～)

工学部・工学研究科の新外部評価システム工学部・工学研究科の新外部評価システム



整理番号 18-５-６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅱ 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「教育課程の編成」「学生や社会からの要請への対応」 
 

（取組及び成果の状況） 
 新たな科目として「共創コーチング」を平成 20 年度より開始した。本科目は，「人と人とが共に高め

あいながら，ものを創る（価値を創出する）」を意味する「共創」と，相手の主体的な目標達成を手助

けするための実践的コミュニケーション技術である「コーチング」を組み合わせるものである。平成 20
年度は，教職員向けの特別講演会「『コーチング』＝モティベーションを引き出す指導法」（学長以下，

教職員 105 名が受講），学生を対象とした特別講演会「セルフコーチング〜研究にも就活にも役立つ自

己管理法〜」（75 名の学生，教職員が受講）を行い，平成 21 年度は学部集中講義「共創コーチング特

論」（３日間・大学院生を含む 158 人が受講）を開講した（参考１）。 
 また機械システム工学科では，平成 20 年度から３ヵ年計画で「産学の共創にもとづく自律的機械技

術者基礎能力育成のための総合教育プログラム」の開発に取り組んでいる。これは経済産業省「産学連

携人材育成事業 人材育成パートナーシップ等プログラム開発・実証」に採択された事業であり，複数

の企業とコンソーシアムを組んで，産学の連携のもとに，機械システム工学科のカリキュラムを産業界

で重視される機械技術者の資質を涵養することに重点を置いて再構成しようとするものである。イノベ

ーションに資する高いデザイン能力を有する技術者を輩出することを目標としている（参考２）。 
 さらに JABEE 対応については，平成 20 年度に応用化学科が新たに認定され，これで認定学科（コ

ース）は３学科（２コース）となった。認定に至る段階で，各学科で自己評価とそれに続く教育改革が

行われている。 
 
（理由） 
 コーチングは他者と共同して目標を達成する能力，また，自らを高めていく能力を高める有効な方法

である。「共創コーチング」は，コーチング手法を学生と教職員が身につけようとする今までにない取

り組みであり他大学では例を見ない。単なる知識付与でない教育を進める新しい教育方法を展開したと

いう点で，顕著な変化と判断される。また機械システム工学科の試みは，大学が産業界と教育内容につ

いて積極的に議論し，カリキュラムに反映させる試

み と し て ， さ ら に

JABEE に対する継続的

な取組は，本学部におけ

る教育内容を高めるこ

とに対して大きな効果

をもたらしており，顕著

な変化である。 
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【参考２】機械システム工学科における
産学連携教育 

【参考１】共創コーチング特論
テキスト 



整理番号 18-５-７ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅲ 教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「授業形態の組合せと学習指導方法の工夫」「主体的な学習を促す取組」 
 
（取組及び成果の状況） 
 本学部では，学科・学年ごとに複数の指導教員・担任を置き，「学習，生活，進路，その他学生から

の相談」についての指導，助言を行ってきているが，その具体的な仕事の内容が不明確であり，また，

学科，個人において，その考え方も異なっていた。そこで，本学部において，指導教員・担任の果たす

べき役割を明確化し，その活動指針の共通化を図るために，平成 20 年度に「指導教員・担任について

のガイドライン」の原案を学部教育改革推進会議で作成し，その後，さらに各学科での検討・改定を経

て，平成 21 年度に工学部として決定した。本ガイドラインは，I. 指導教員・担任についての基本的な

考え方，II. 指導教員・担任の仕事，III. 指導教員・担任制度について（点検項目），IV.付録（指導教員

に関する規程等）からなっており，指導教員・担任の役割について具体的に記載している。本ガイドラ

インにより，工学部の全ての学生がきめ細かい指導を受けられる体制となった。 
 また，保証人に従来から送付してきた個別成績表に，留年の可能性を中心として判断した成績総合評

価やコメントを記した文書を添付することとし，保証人とも連携した学習支援体制が整備された。成績

の総合評価の判断や標準的なコメント内容は，カリキュラムに応じて学科ごとに基準を定めて保証人に

伝達される情報の質を保証すると共に，さらに個々の学生の学習状況を反映して適切な内容となるよう

に教員が個別に作成することになっている。 
 
（理由） 
 大学受験を中心目標とする画一的な高校教育から，主体的に学習を進める大学教育へのギャップにう

まく適応できない学生が工学部では少なくない。そして，この適応の困難が留年のひとつの要因となっ

ており，特に低学年における適切な学習指導が必要である。１～３年次学生については，このような学

習指導は指導教員・担任に委ねられているが，その具体的な指針が欠如していたことにより指導に漏れ

があり得た。具体的な指針を設定

することにより，学習に困難を抱

え，途方にくれる学生への適切な

指導が進められることになった。

また，単に成績表を保証人に送付

するのではなく，わかりやすい成

績総合評価やコメントを付すこ

とにより，保証人と連携した指導

が実現している。これらを総合し，

１～３年次学生の学習指導体制

に顕著な改善が行われ，これまで

以上に学生の主体的な学習を促

す指導が実施されるようになっ

たと判断される。 
 



整理番号 18-５-８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例１「外部の意見の導入体制」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
（取組及び成果の状況） 
 工学部・工学研究科では，これまで外部評価として，学外識者を委員とする教育運営協議会の開催や，

在学生，修了生，企業を対象としたアンケートなどを実施し成果をあげてきた。これに加えて，平成 21
年度には他大学の同一分野の教員を評価者とする外部評価を初めて実施した。 
 これは群馬大学工学部・工学研究科との「宇都宮大学工学部・工学研究科と群馬大学工学部・工学研

究科の相互評価」に関する合意に基づくものである。その第一歩として，平成 22 年３月 11 日に本学部

において群馬大学工学部・工学研究科教員による本学部応用化学科の外部評価を，本学研究科化学系の

外部評価とあわせて実施した。群馬大学からは，工学部長はじめ化学系の教員を中心に９名，宇都宮大

学からは，工学部長以下，化学系教員を中心に 12 名が参加し，応用化学科，物質環境化学専攻および

学際先端システム学専攻化学分野の教育体制の概要，入学者選抜方法，卒業後の進路，課題等を説明後，

それらの内容について，大学教育の担当者の立場で，細部にまで踏み込んだ形で質疑，応答を行った。

終了後，議事録をまとめ，群馬大学による評価書が提出され，この評価書に基づいて教育の改善がさら

に進められることとなった。 
 
（理由） 
 他大学の同一分野の教員を評価者とする外部評価は，問題点を熟知した者による評価（ピア・レビュ

ー）であり，今回の実施の結果，それぞれの研究機関における特徴的，または，共通の問題点，そして

独自の取組など，今まで得られなかった有意義な情報交換，意見交換を含む評価が行えた。この外部評

価の方法は，一般の社会人による外部評価と相補的に機能することによって，大学の教育改革の改善に

きわめて有効であり，その実施は顕著な変化であると判断される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

群馬大学
工学部・工学研究科

宇都宮大学
工学部・工学研究科

外部識者 地元企業卒業生・修了生

相互評価

問題点を熟知した同一分野の教員によるピア・レビュー
共通の問題点、特徴的な問題点、独自の取組など有意義な情報交換・意見交換

迅速な問題点抽出・効果的な改善策の提案

＜外部評価の強化された部分＞
(平成21年度～)

工学部・工学研究科の新外部評価システム工学部・工学研究科の新外部評価システム



整理番号 18-５-９ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例２「副学科制度の創設」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
（取組及び成果の状況） 
 本学部では，平成 16 年度に副学科制度を設置した。これは，学生が所属する学科以外の学科の所定

の単位（24 単位以上）を修得することにより，副学科を修了したことを認定する制度である。平成 19
年度における初めての修了者１名に続き，平成 21 年度には，機械システム工学科（副学科：電気電子

工学科），および，情報工学科（副学科：機械システム工学科）より，それぞれ１名ずつ，計２名が本

制度を利用して副学科修了の認定を受けて卒業した。また，現在，応用化学科の２名の学生が，機械シ

ステム工学科を副学科として履修中である。 
 副学科の履修については，副学科の履修開始以前の期の成績に関して，取得単位数 20 単位以上，そ

の 3/4 以上の科目の評語が「優」以上などといった制約を課している上に，履修に際しては，時間割な

らびに学習計画を綿密に行う必要があるため，安易に履修することができない制度になっている。した

がって，この制度を利用しようとする学生は，相応の覚悟を持ち，学業優秀な学生に限られるにも係わ

らず，上記のように毎年副学科修了の認定を受ける学生が続いている。 
 
（理由） 
 本学部における副学科制度は，学生が主体的に，意欲を持って学習しなければ修了が困難な制度であ

るが，平成 20 年度，平成 21 年度と，順調に履修者および修了者が出ており，これは，本制度が，指導

教員・担任をはじめとする指導・支援体制も伴った，本学部における特色ある教育制度として定着し推

進されていることを示している。この制度により，幅広い知識を持ち，柔軟性を持って社会に対応でき

る人材が育っており，トップクラスの学生の能力をさらに高める教育システムが機能し始めたという点

で顕著な変化であると判断される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「工学部履修案内」より抜粋 



整理番号 18-５-10 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例３「ＪＡＢＥＥ認定の取得」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
（取組及び成果の状況） 
 本学部では，実施している教育内容が社会の要求水準を満たすよう，JABEE 認定を進めており，平

成 20 年度には，応用化学科が新たに認定され，また，建設学科（建設コース）が中間審査を受審し，

認定された。平成 21 年度には，機械システム工学科が中間審査を受審し，認定されている。 
 平成 17 年度より開始した JABEE 認定は，これで平成 21 年度までに，建設学科（建設コース），建

設学科（建築コース），機械システム工学科，応用化学科の３学科（２コース）となり，認定に至る段

階で，各学科で自己評価とそれに続く教育改革が行われ，その結果，これらの学科における教育内容が

社会の要求水準を満たしていることが認められた。未受審の電気電子工学科と情報工学科では，各学科

の FD 活動において，他学科における JABEE 取組の実績を参考にするなど，独自の取組を行なってお

り，いずれの学科も，その教育内容が社会の要求水準を満たしていると考えられる。 
 
 
（理由） 
 JABEE に対する継続的な取組は，本学部における教育内容を高めることに対して大きな効果をもた

らしており，顕著な変化であると判断される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



整理番号 18-５-11 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例４「指導方法の改善」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
（取組及び成果の状況） 
 本学部では，学科・学年ごとに複数の指導教員・担任を置き，「学習，生活，進路，その他学生から

の相談」についての指導，助言を行ってきているが，その具体的な仕事の内容が不明確であり，また，

学科，個人において，その考え方も異なっていた。そこで，本学部において，指導教員・担任の果たす

べき役割を明確化し，その活動指針の共通化を図るために，平成 20 年度に「指導教員・担任について

のガイドライン」の原案を学部教育改革推進会議で作成し，その後，さらに各学科での検討・改定を経

て，平成 21 年度に工学部として決定した。本ガイドラインは，I. 指導教員・担任についての基本的な

考え方，II. 指導教員・担任の仕事，III. 指導教員・担任制度について（点検項目），IV.付録（指導教員

に関する規程等）からなっており，指導教員・担任の役割について具体的に記載している。本ガイドラ

インにより，工学部の全ての学生がきめ細かい指導を受けられる体制となった。 
 また，保証人に従来から送付してきた個別成績表に，留年の可能性を中心として判断した成績総合評

価やコメントを記した文書を添付することとし，保証人とも連携した学習支援体制が整備された。成績

の総合評価の判断や標準的なコメント内容は，カリキュラムに応じて学科ごとに基準を定めて保証人に

伝達される情報の質を保証すると共に，さらに個々の学生の学習状況を反映して適切な内容となるよう

に教員が個別に作成することになっている。 
 
（理由） 
 大学受験を中心目標とする画一的な高校教育から，主体的に学習を進める大学教育へのギャップにう

まく適応できない学生が工学部では少なくない。そして，この適応の困難が留年のひとつの要因となっ

ており，特に低学年における適切な学習指導が必要である。１～３年次学生については，このような学

習指導は指導教員・担任に委ねられているが，その具体的な指針が欠如していたことにより指導に漏れ

があり得た。具体的な指針を設定することにより，学習に困難を抱え，途方にくれる学生への適切な指

導が進められることになった。ま

た，単に成績表を保証人に送付す

るのではなく，わかりやすい成績

総合評価やコメントを付すこと

により，保証人と連携した指導が

実現している。これらを総合し，

１～３年次学生の学習指導体制

に顕著な改善が行われたと判断

される。 
 
 
 



群馬大学
工学部・工学研究科

宇都宮大学
工学部・工学研究科

外部識者 地元企業卒業生・修了生

相互評価

問題点を熟知した同一分野の教員によるピア・レビュー
共通の問題点、特徴的な問題点、独自の取組など有意義な情報交換・意見交換

迅速な問題点抽出・効果的な改善策の提案

＜外部評価の強化された部分＞
(平成21年度～)

工学部・工学研究科の新外部評価システム工学部・工学研究科の新外部評価システム

整理番号 18-６-12 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学研究科 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 I 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「基本的組織の編成」「教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制」 

 
（取組及び成果の状況） 
 平成 20 年４月に部局化・専攻再編を実施し，教員配置の柔軟性が増して，社会状況などに敏速に対

応しやすい体制とした。博士前期課程はそれまでの７専攻から，機械知能工学専攻， 電気電子システ

ム工学専攻，物質環境化学専攻，地球環境デザイン学専攻，情報システム科学専攻，学際先端システム

学専攻の６専攻に改組した。社会が工学研究科修了生に求めている，より応用力のある学生の育成を目

指している。特に新専攻の学際先端システム学専攻は，融合領域での教育を通し，旧来の学問分野にと

らわれない職業人の育成を指向している。博士後期課程においては，従来の４専攻をシステム創成工学

専攻１つに統合し，異分野の教員による研究指導を容易とした。この改組にともなう博士前期課程学生

定員増加に対応して，平成 21 年度には助教７名の博士前期課程研究指導補助教員資格の認定を行って

指導体制の強化を図った。 
 さらに外部評価の一環として，「宇都宮大学工学部・工学研究科と群馬大学工学部・工学研究科の相

互評価」の実施を宇都宮大学側より提案し実現した。その第一歩として，平成 22 年３月 11 日に本学部

において群馬大学工学部・工学研究科教員による，本学部応用化学科，工学研究科物質環境化学専攻お

よび学際先端システム学専攻化学分野の外部評価を実施した。群馬大学からは，工学部長はじめ化学系

の教員を中心に９名，宇都宮大学からは，工学部長以下，化学系教員を中心に 12 名が参加し，教育体

制の概要，入学者選抜方法，卒業後の進路，課題等を説明後，大学教育の担当者の立場で，細部にまで

踏み込んだ質疑，応答を行った。議事録をまとめ，群馬大学より提出された評価書に基づいて教育の改

善がさらに進められることとなった。他大学の同一分野の教員による外部評価は，問題点を熟知した者

によるピア・レビューであり，それぞれの機関における特徴的，又は共通の問題点，独自の取組など，

今まで得られなかった有意義な情報交換，意見交換を含む評価が行えた。 
 
（理由） 
 組織の改編により，本研究科博士前期課程及び博士後期課程の目的により合致した教育体制となった。

また，同一分野の教員による外部評価は，従来から実施している一般の社会人による外部評価と相補的

に機能することによって，大学の教育の改善にきわめて有効である。したがって以上の変化は顕著なも

のであると判断される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



整理番号 18-６-13 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学研究科 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 II 教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「教育課程の編成」「学生や社会からの要請への対応」 
 
（取組及び成果の状況） 
 平成 20 年４月の部局化と専攻再編に呼応して，大学院修了生の資質に対する社会の要請に応えるた

めに教育課程について次のような改革を行った。 
 第１に，社会の要請に対応できる問題解決能力を育成することを目指して，平成 20 年度および 21 年

度に「創成工学プロジェクト」を開講した。これは問題解決型授業（PBL）であり，受講生にプロジェ

クトチーム形式で課題解決に取り組ませる，全国的に見ても先進的な取組である（【参考１】）。受講チ

ームの中には，学部学生に「ものづくり」を伝える授業科目を実施したチームもあり，新しい試みとし

て特筆される。本科目は平成 23 年度から全専攻に対して必修科目とすることが決定している。 
 第２に，「共創コーチング特論」を平成 20 年度および 21 年度に開講した。本科目は「人と人とが共

に高めあいながら，ものを創る（価値を創出していく）」を意味する「共創」と，相手の主体的な目標

達成を手助けするための実践的コミュニケーション技術である「コーチング」を組み合わせるものであ

る。平成 20 年度に学生・教職員 79 人，平成 21 年度に学部生を含む 158 人が受講した。 
 第３に，情報・通信技術に特化した IT スペシャリストコースと，光学技術に特化したオプティクス

コースを設け，平成 20 年度にオプティクスコース 36 名，平成 21 年度に IT スペシャリストコース 14
名，オプティクスコース 42 名がそれぞれ修了している。さらに情報分野については，長期インターン

シップ等の実践性を重んじた４大学院連携先進創生情報学教育研究プログラムを，埼玉大学，茨城大学，

群馬大学とともに設置し，平成 21 年度に第１期生として２名が修了した（【参考２】）。 
 
（理由） 
 第１と第２の変化は，工学研究科修了生に強く求められている，狭い専門分野の知識を超えた力を養

成しようとするもので，第３の変化は，現代の社会的要請に的確に応えるものである。修了生が着実に

誕生していることで成果が現れており，顕著な変化であると判断される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

創成工学プロジェクト
（新規開講）

「創成工学実践」
（学部１年生の必修科目）

「創成プロジェクト実践Ⅰ,Ⅱ」
（学部３，４年生の選択科目）

出前授業，子ども体験講

地域の問題解決

大学院
博士前期課程

学 部

問題発見 テーマ企画 指導／実践 評価

社 会

●全専攻必修

●専攻横断あるいは研究室

横断グループなどでの活動

●学生自身がテーマ設定
●PDCAの実践

ものづくり実践特論
（内容改善）

大学院インターンシップ
（内容改善）

実践PBL教育プロ
グラム開発

創成工学プロジェクトの対象

●全専攻共通

●実社会での問題解決事例

●企業人の講義／講演

●全専攻共通

●実社会での問題解決事例

●実社会での体験をはじめ

企業での課題解決挑戦

その他

創成工学プロジェクト
（新規開講）

「創成工学実践」
（学部１年生の必修科目）

「創成プロジェクト実践Ⅰ,Ⅱ」
（学部３，４年生の選択科目）

出前授業，子ども体験講

地域の問題解決

大学院
博士前期課程

学 部

問題発見 テーマ企画 指導／実践 評価

社 会

●全専攻必修

●専攻横断あるいは研究室

横断グループなどでの活動

●学生自身がテーマ設定
●PDCAの実践

ものづくり実践特論
（内容改善）

大学院インターンシップ
（内容改善）

実践PBL教育プロ
グラム開発

創成工学プロジェクトの対象

●全専攻共通

●実社会での問題解決事例

●企業人の講義／講演

●全専攻共通

●実社会での問題解決事例

●実社会での体験をはじめ

企業での課題解決挑戦

その他

【参考１】創成工学プロジェクト 【参考２】IT スペシャリストコース

Security DB Network OS

組込ソフトウェア
ビジネス
産業分野

特別研究 情報産業インターンシップ

エンタープライズ系ソフトウェア

茨城大学
宇都宮大学

群馬大学 埼玉大学

産業界

実践的スキル応用科目

実践的スキル育成科目

基礎・応用育成科目

エンタープライズ系ソフトウェア

ビジネス産業分野
基礎応用科目

組み込みソフトウェア

実践教育サポート（講師派遣）

Security DB Network OS

組込ソフトウェア
ビジネス
産業分野

特別研究 情報産業インターンシップ

エンタープライズ系ソフトウェア

茨城大学
宇都宮大学

群馬大学 埼玉大学

産業界

実践的スキル応用科目

実践的スキル育成科目

基礎・応用育成科目

エンタープライズ系ソフトウェア

ビジネス産業分野
基礎応用科目

組み込みソフトウェア

実践教育サポート（講師派遣）



整理番号 18-７-14 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅰ 教育の実施体制 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

○顕著な変化のあった観点名  「基本的組織の構成」 

 

（取組） 「農学部附属里山科学センター」設立による PBL 教育基盤の充実と社会連携の強化 

（成果の状況） 

 平成 21 年７月に特任教員３名（准教授１，助教２）および学部協力教員（18 名）で組織される，

「農学部附属里山科学センター」を設立した。この組織を基盤として，生物多様性，野生鳥獣管理，

地域文化の継承等を教授するため「里山科学入門」を教養教育科目として全学にむけて開講しつつ，

学部，大学院においては那須烏山市等をフィールドとした PBL 教育活動を行っている。また宇都宮大

学独自資格「里山野生鳥獣管理技術者」養成プログラムを開始し，教育の場の整備，社会人教育拠点

の充実を図ると同時に，大学院生に対しても専攻とは別の形で，地域の関係者とともに問題発掘・解

決能力を養うコースに参加できることとした。 

 

（理由） 

 農学部では，「里山科学センター」の母胎となった，里山をフィールドとする「那珂川プロジェク

ト」をはじめ，「食・農に関するプロジェクト」，「森林整備に関するプロジェクト」などの学部横断

型 PBL 教育活動が行われており，センター化に向けた検討が進められてきた。今回の取り組みでは，

21 年度文部科学省科学技術振興調整費の補助を受け，農学部附属のセンターとして開設されており，

学部横断型 PBL 教育活動を進めるコアとして果たす役割が極めて大きい。 
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PBL 教育プログラム 

森林科学総合実習報告書 那須烏山市 PBL 報告会 

 
整理番号 18-７-15 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅱ  教育内容 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

○顕著な変化のあった観点名 「教育課程の編成」 

 

（取組） PBL 教育実施体制の整備による実践的農学教育の強化 

（成果の状況） 

 宇都宮大学農学部のモットーは「現場から発想し，現場に貢献する農学の創造」であり，現場主義

に立脚した教育を行っている。特に現場に根ざした PBL 教育の実施体制を，平成 20 年度より企画会

議（学部長，評議員，学部長補佐で構成）に担当委員を設けて，教務委員会など関連委員会と連携し

て実施する体制を整備した。１年次には必修科目として農学部コア実習科目を配置し，農学部全学生

が附属農場および附属演習林において広く現場学習を行うことにしていることに加え，２～４年次へ

と進むにつれて段階的に課題設定能力，課題解決能力などの現場における応用力，総合力を PBL によ

って養うことができるようにしている。 

 

（理由） 

 例えば森林科学科では，３年次学生が本学農学部附属船生演習林・栃木県有林・民有林を対象に，

現場で現実的に起こっている問題（林道計画の問題，森林認証の問題，林地残材の問題など）を取り

上げ，１～３年次までの講義や実験・実習を通して学んだ知識・技術を横断的に結びつけ，それを応

用して，問題解決を図る総合的な PBL 教育プログラム（森林科学総合実習）を開発し実施している。

この PBL 教育プログラムでは１）問題と価値の発見，２）知の探索，３）解決策の掲示・評価・発表

の段階を体験させ，問題設定・解決能力，コミュニケーション能力，チームワーク力，創造性，自己

学習力を育成し，総合的能力開発を目標としている。その結果，学生の総合的能力向上はもとより，

波及効果として学生の達成度評価から，それ以前の段階の講義・演習・実験・実習における弱点を洗

い出し，教員個々の授業改善にも好影響を及ぼしている。これら一連の取組は，JABEE 審査において

も高い評価を受けた。 

 また平成 21 年７月に設立した農

学部附属里山科学センターは，生物

多様性，野生鳥獣管理，地域文化の

継承等を教授するため「里山科学入

門」を教養教育科目として全学にむ

けて開講しつつ，学部学生などを対

象にして那須烏山市をフィールド

とした PBL 教育を行っており，宇都

宮大学独自資格「里山野生鳥獣管理

技術者」養成プログラムを開始する

など，学生のみならず社会人教育拠

点の形成に至っている。 
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■授業参観あり、□授業参観なし 

整理番号 18-７-16 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例２ 「授業評価学生委員会」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組名） 授業の相互参観による教育の質改善 

（成果の状況） 

 農業環境工学科では平成 14 年より授業評価学生委員会を組織し，学生と教員が一体となり授業の

質的改善に取り組んで来ており，学生のみによって組織された同委員会による指摘事項は同一学期内

に改善対応が必ずなされるようなシステムを構築している。これらの取り組みに加えて，教員自らが

授業の相互参観によって授業改善に役立てている状況が，学部全体への広がりを呈しており、積極的

な FD 活動が高い授業評価に結びついている。 

例えば生物生産学科では，平成 18 年度より英文購読についてアンケート調査とテストによって習

熟度別の４クラスに分けて授業を行う等授業の工夫を行ってきたが、平成 20 年度より新たに教員相

互による授業参観を実施して評価を行い合うなど、多様で、より積極的な FD に取り組みながら専門

英語教育を行っている。 

農業環境工学科や森林科学科ではそれぞれ平成 15 年度，平成 16 年度に JABEE 教育プログラム認定

を受けていることから授業の相互参観は既に行っているが，現在は日常的に授業参観を可能にして授

業改善に役立てている。また農業経済学科でも同様な授業改善体制を構築している。 

 

（理由） 

 生物生産学科の英文購読は，平成 20 年度より授業参観を実施するなど、より積極的な FD に取り組

み授業改善を行っており、その成果として、図に示したように授業参観等の FD をより積極的に取り

入れたクラスは、４名の教員いずれも５点満点中４点以上の高い授業評価点を得ており、そして評価

点は上昇もしくは大きく下げることなく維持出来ている等明らかな教育の質改善効果が表れている。

この取り組みは，平成 20，21 年度の大学内の教育改善支援経費を獲得するなど，教育の質の改善に

積極的に取り組んでいる。 

 農業環境工学科や森林科学科の取り組みだけに留まらず，生物生産科学科，農業経済学科の全学科

で授業改善が行われており，このよ

うな取り組みの積み重ねが，農学部

企画会議（学部長，評議員，学部長

補佐で構成）と連動し，農学部全体

の教育の質改善を可能とするよう

な体制整備の気運へと結実し，平成

22 年度から「教育の質改善」，「内部

認証システムの構築」をキーワード

とする取り組みを農学部で行うこ

とを決定した。この取り組みは，文

部科学省が募集する平成 22 年度大

学教育・学生支援推進事業大学教育

推進プログラムへの申請を行うこ

とになっている。 
 



那須烏山市 PBL 報告会 

タイ・カセサート大，韓国・慶北大

との合同野外森林科学実習 那須烏山市 PBL 報告会 

整理番号 18-７-17 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例３ 「高根沢プロジェクト」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組名） PBL（Project Based Learning）の充実 

（成果の状況） 

 高根沢町からの委託事業「自然環境基礎調査」を学部全体のプロジェクトとして取り組んだ後，平

成 20 年度より新たに PBL の実施体制として，企画会議（学部長，評議員，学部長補佐で構成）に担

当委員を設けて，関連委員会，学科と連携して実施するシステムを整備した。この実施体制の整備に

よって，PBL が活性化された。主な個性的な取り組みは，次のとおりです。 

 里山科学センターの那須烏山市で里山の利活用や生態系の保全に関する調査に教員，学部生，大学

院生が参画し，現地報告会など市長をはじめ他 20 名の現地有識者が参加のもとに開催した。専門知

識，実践力の修得とともに学部生，大学院生の卒業，修士論文研究に活かされた。 

 さらに国際連携森林野外実習では，カセサート大学（タイ国），慶北大学校（韓国）との学術交流

協定に基づき，平成 20 年度はカセサート大学生，慶北大学校サンジュ校生を７日間にわたり宇都宮

大学農学部附属演習林へ招へいし，平成 21 年度は宇都宮大学生を７日間にわたり，開催地のタイ・

カセサート大学と周辺の森林へ先方からの招聘に基づいて派遣した。それぞれアジア地域の森林の多

様性と管理システムについて講義と実習を行い，幅広い研究交流，プレゼンテーション機会，フィー

ルドにおける応用力に関する実践的教育を行った。 

 森林科学科では，３年次学生が本学農学部附属船生演習林・栃木県有林・民有林を対象に，現場で

現実的に起こっている問題（林道計画の問題，森林認証の問題，林地残材の問題など）を取り上げ，

問題解決を図る総合的な PBL 教育プログラム（森林科学総合実習）を開発し実施している。 

 

（理由） 

平成 21 年７月に設立した農学部附属里山科学センターは，生

物多様性，野生鳥獣管理，地域文化の継承等を教授するため，学

部学生などを対象にして那須烏山市をフィールドとしたPBL教育

を行っており，宇都宮大学独自資格「里山野生鳥

獣管理技術者」養成プログ

ラムを開始するなど，学生

のみならず社会人教育拠

点の形成に至っている。こ

れらのPBLは学生の総合的

能力向上はもちろんのこ

と，副次的効果として学生

の達成度評価から，それ以

前の段階の講義・演習・実

験・実習における弱点を洗

い出し，教員個々の授業改

善にも好影響を及ぼして

いる。 
 



整理番号 18-７-18 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例４ 「学外有識者による学生教育の活性化」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組名） 学外有識者による学生教育の活性化と単位化 

（成果の状況） 

 学外有識者による学生教育については，PBL と同様に，企画会議（学部長，評議員，学部長補佐で

構成）に担当委員を設けて，関連委員会と連携して実施するシステムを整備して取り組んでいる。農

業経済学科では，学生に刺激を与え，大学のみに閉じこもるのではなく社会との関係を重視し，社会

と自らとの多様な関わりを認識し，専門学習へのインセンティブを強めることを目的に，学外有識者

による特別講義を実施しており単位化されている。また農業環境工学科でも，平成 21 年度よりキャ

リア教育の一環として，学科 OB を 10 名招いて特別講義を行い単位化している。これらの授業以外で

も，産官学で構成された「とちぎ食・環境・農のネットワーク」による講演会やシンポジウム，また

農学部諮問会議で大学教育への提言を頂くなど，学外有識者の関わりは多岐にわたっている。 

 

（理由） 

 農業環境工学科の特別講義の学生授業評価結果が５点満点で 4.6（受講生 43 名）と極めて高い評価

を得ており，またアンケート結果からも本講義に対する学生側の熱意は相当高く，活性化が成功して

いることが明らかである。 

 

 

農業環境工学科 OB を招いて実施した

平成 21 年度の特別講義 
平成 21 年度農業環境工学科 
特別講義のシラバス 



 

整理番号 18-７-19 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学部 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例５ 「「事例に学ぶ農業の技術者倫理」の出版」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組名） 出版本「事例に学ぶ農業の技術者倫理」の農学部全学生必修授業への活用 

（成果の状況） 

 将来技術者に育つ学生にとって技術者倫理の教育は不可欠である。しかしながら従来の技術者倫理

は工業技術者の倫理に偏ることが多く，生態系の中での生命体の育成という農業の特性を念頭に置い

た農業関連技術者のための倫理については扱われることがなかったため，農学部全学科の教員が研究

会を作り，学生対象の教科書として「事例に学ぶ農業の技術者倫理」を出版した。 

本書を使った講義は「技術者倫理」として平成 20 年度から農業環境工学科の専門教育科目として

始まると同時に，農学部１年次学生全員が必修の農学部コア授業「農業と環境の科学」においても参

考書として指定され，全 15 回の講義のうち数回を農業関連技術者のための倫理について考える教育

を実施している。 

 

（理由） 

 中間評価時は，本書の活用を予定として記述していたが，予定通り平成 20 年度より農業環境工学

科では技術者倫理を必修化し，本書を教科書として利用し，また企業における技術者倫理など一部外

部講師を交えて講義している。農学部１年次学生全員が必修の農学部コア授業「農業と環境の科学」

においても参考書として指定され活用されている。 

 農業環境工学科の技術者倫理の教科書を活用した講義の評価は，平成 20 年度は 4.23，平成 21 年度

は 4.28（いずれも５点満点）と常時高い評価を得ており，技術者倫理を学ぶ学生の意欲を十分に引き

出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０，２１年度 農学部コア授業 

（農業と環境の科学）シラバス 

 



整理番号 18-７-20 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学部 

 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例６ 「マスタープランに基づく教育設備の更新・整備」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組） 耐震改修にあわせた農学部基盤経費重点配分による教育設備の更新・整備 

（成果の状況） 

 21 年前期より 22 年度後期にかけて行われた農学部 15 号館耐震改修，14 号館の北・南棟の改修を期

に，教育施設及び設備の充実を目的とした農学部基盤経費の重点配分を行った。また，これまで分散し

て配置されていた研究室，学生部屋，実験室配置の見直しを行い，教育プログラム単位が効率的に教育

が行える空間配置計画を行った。これらの取り組みにより，以前より学生からの要望が高かった教室・

実験室の冷暖房設備の整備，実験室のドラフト，実験台の更新，老朽化した顕微鏡，測量機器更新と，

IT・視聴覚関連機材の設置を進め，安全な実験環境の整備，教育空間の共有化が進みより良い学習環境

の整備が実現された。 

さらに，平成 22 年２月に，再生可能エネルギー技術や省エネルギーによる食料生産技術を習得する

ための教育施設として，「UU Sustainable Village（宇都宮大学サステーナブルビレッジ）」を竣工し，

循環型社会構築に資する人材養成という社会的要請に対応している。 
 

（理由） 

 農学部では，「学生による授業評価」，「ご意見箱」などを通して学生からの教育や授業への改善要求

をとりまとめ，マスタープランとして外部資金の獲得，基盤経費の配分を進めてきている。今回の取り

組みでは，学生からの要望が高かった教室・実験室の冷暖房設備の整備，老朽化した機器更新を中心に

教育関連施設の充実を目指すとともに，PBL 学習などの専門教育に必要な機材更新，研究室配置の見直

しを行った。また，計画実現のため，農学部基盤経費の重点配分，学内資金要求の一元化などを行った。 

 

フレッシュスペース 

↓
朝
日
新
聞
・
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研究指導計画書 

整理番号 18-８-21 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅲ  教育方法 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

○顕著な変化のあった観点名 「授業形態の組み合わせと学習指導法の工夫」  

 

（取組） 研究指導計画書に基づく主副指導体制による修士論文研究指導と PDCA サイクルの構築 

（成果の状況） 

 研究指導計画書は，研究計画と指導計画から構成されており，この提出を毎年度初めに提出するこ

とを義務化した。指導計画については主指導教員が記述するが，研究計画は学生が指導教員との綿密

なディスカッションに基づき学生自身が記述することになっている。１名の学生に対して主指導教員

（１名）および副指導教員（２名以上）による複数指導体制を実質化し，学生は上述の研究計画書作

成に加え，公開による３回以上の研究発表会（研究計画発表会，中間発表会，最終発表会）で主およ

び副指導教員の厳格な審査を経て修了となる。 

 例えば農業環境工学専攻では，修士１年次の研究計画発表会においては研究背景の整理や徹底した

文献の読みこなしによるレビューを重視し，主・副指導教員からなる審査委員が審査用紙に基づき採

点の結果，十分な学習成果が得られていないと判断した場合は不合格となり，改善を図り再度発表会

を行うというような PDCA サイクルを援用し，大学院学生として必要不可欠な素養を確実に身に付け

た人材の育成を目指している。一方合格した場合でも指導教員から受けた多くのコメントを活かし，

同様に PDCA を実施した後，研究計画段階から次のステップへと移行し，研究に着手する。以上のよ

うなきめ細かな学生指導が，研究計画発表会，中間発表会，最終発表会の全てにおいて実施され，修

士論文研究内容を充実したものにしている。すなわち

発表会審査による合否の判定，審査結果やコメントは

各学生へ通知され，セミナー等で指導教員との再検討

を行い，修正を加えるというサイクルをシステム化し，

指導教員を交えた専攻会議で合議して実施している。 

 

（理由） 

これまでの修士研究は，教育の一環としての位置づ

けはありながらも，研究の遂行にやや比重を置く傾向

にあった。研究指導計画書に基づく主，副指導体制の

一層の強化により，既往研究の整理と課題設定能力な

どの研究計画力，分析力，現象の特徴抽出能力，課題

解決能力，コミュニケーション能力をそれぞれの発表

会で評価し，同時に教員から学生へ多くのコメントや

サジェスチョンを与えることによって，学習の PDCA

サイクルが成立するよう工夫され，学生の研究能力向

上に資すると同時に指導教員の研究指導力の改善にも

効果的であり，FD としての効果も併せ持っている。 



 
整理番号 18-８-22 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例１ 「高校生と学生・大学院生との研究情報交流会」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組名） SPP を活用した大学院生自身のファシリテーションスキル獲得 

（成果の状況） 

 高校生と学生・大学院生との研究情報交流会では，高校生の発表に関しては大学院生が高校生に対

して理解の深化とテーマ展開へと導き，大学院生の自らの研究紹介に関しては理解し易い発表と高校

生からの質問を引き出し易い問いかけなどができるような実践的トレーニングの場とした。この交流

会の取り組みに端を発して，多くの大学院生が高校生との交流の機会を得て，高校生への的確なアド

バイスや指導を行えるような活動が増えている。特に高校と連携して実施する独）科学技術振興機構

による SPP（サイエンス パートナーシップ プロジェクト）に採択された件数が平成２０，２１年

度において著しく増加しており，大学院生のコミュニケーションスキル，ファシリテーションスキル

向上の機会を得ている。 

 

（理由） 

 平成 19，20，21 年度の宇都宮大学農学部から申請し採択された SPP 件数（対象高校生人数）は，

平成 19 年度：０件(０人)，平成 20 年度：４件(125 人)，平成 21 年度：５件(130 人)であり，平成 20，

21 年度は採択件数，対象高校生人数ともに大きく増加している。高校生に対する TA としての役割を

担うことが，大学院生のコミュニケーションスキル，ファシリテーションスキル向上の教育機会に結

びついている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成 21 年度 SPP 首都圏食農学サポーター育成講座 



那須烏山市 PBL 報告会 

 

整理番号 18-８-23 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例４ 「大学院修了者へのアンケートによる教育効果の分析」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組名） PBL による高度専門職業人としての総合力育成 

（成果の状況） 

 大学院修了生と職場の上司に対するアンケートを実施し，大学院における教育効果を分析した結果，

プレゼンテーション能力や仕事への取組姿勢が評価されていることが伺えた。当農学研究科は，農学

部と同様，現場主義に立脚した教育を行っており，現場に根ざした PBL 教育の更なる充実のために，

平成 20 年度より企画会議（学部長，評議員，学部長補佐で構成）に担当委員を設けて，教務委員会

など関連委員会と連携して実施する体制を構築した。宇都宮大学農学部附属里山科学センターが主体

となって運営する宇都宮大学独自資格「里山野生鳥獣管理技術者」養成プログラムの１つは，大学院

生対象のプログラムを用意しており，徹底した現場主義による高度専門職業人の育成を行っている。

また那須烏山市をフィールドにした里山の総合的管理，共生に関する PBL 活動は，農学研究科の多く

の学生が那須烏山市をベースにした調査研究に参画している PBL である。 

 

（理由） 

 里山科学センターの母胎となった，里山をフィールドとする「那珂川プロジェクト」をはじめ，「食・

農に関するプロジェクト」，「森林整備に関するプロジェクト」などの学部・研究科横断型 PBL 教育活

動が行われており，センター化に向けた検討が進められてきた。平成 21 年度に開設した農学部附属

里山科学センターは，文部科学省科学技術振興調整費による養成プログラムを実施するなど，学部・

研究科横断型 PBL 教育活動を進めるコアとして機能している。前述した宇都宮大学独自資格「里山野

生鳥獣管理技術者」養成プログラムは，学生のみならず社会人教育拠点の形成に至っている。PBL 教

育プログラムでは１）現状認識，２）課題抽出，３）課題の社会的，科学的意義，４）分析，考察，

５）解決案の

提示，６）評

価を経て，問

題設定・解決

能力，コミュ

ニケーション

能力，チーム

ワーク力，創

造力を育成し，

高度専門職業

人としての総

合力開発を目

標としている 

。 
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整理番号 18-１-１ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学                   学部・研究科等名 国際学部・国際学研究科 
 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例１ 「多文化公共圏を維持するための制度や仕組みの研究（グローバル・ガバナンス）に関す

る研究成果の状況」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

（取組及び成果の状況） 

グローバル化による教育の国際的質保証は，留学生が多い国際学部にとって喫緊の課題であり，英

語論文執筆を基礎として位置づけている。本学の留学生センター教員である Jie Qi（戚傑）は教育社

会学の学位(Ph.D.)をアメリカ合衆国で取得している。本人の貴重な留学体験と本学の留学生に対する

英語論文執筆指導の上に成立した Jie Qi（戚傑）の論文 International Symposium on Curriculum for 

Social Reconstruction は，大学院博士後期課程の国際的通用性を担保する教育の質保証の取組の成

果と見ることができる。このことは，国際学部・研究科における英語による授業の拡大（14 科目）と

同時に海外の協定大学との間のジョイントプログラムの企画において重要な役割を果たすものである。

本論文は留学生の英語論文執筆方法として特筆すべき価値を有する質の高い研究を明示する。 

 

（理由） 

本書はアメリカ，イギリス，オーストラリア，ドイツ，フィンランド，ルクセンブルク，アルゼン

チン，ボツワナおよび日本の研究者が分担執筆したもので，それぞれ多様な国籍を有する研究者であ

るが故に多文化教育の国際的通用性という観点において意義をもつ。カリキュラム理論の専門雑誌

「Curriculum Inquiry」（Volume 40 Issue 2, pp. 221-240）のレビューでも取り上げられた。そのた

め，世界の多くの大学でテキストや参考書として採用されている。この前提となった発表は国際会議

「2005 International Symposium on Curriculum for Social Reconstruction: Its Idea, Implication 

and Practice in Taiwan Educational Reform」の基調講演としてプレナリー発表されたものであり，

「アメリカ教育学会年次大会（Annual Meeting of the American Educational Research Association）」

で，レフェリー３名の査読を受けている。本書は多文化公共圏研究における教育の国際的通用性を視

野にいれた質の高い研究レベルを示すものである。 

 

          
 



整理番号 18-１-２ 
 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 国際学部・国際学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例２ 「多文化公共圏を形成に必要な人的・物的資源の配分の在り方と方法についての研究成果の

状況」 
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 
 
（取組） 教育の国際的質保証 

（成果の状況）  

国際学部・研究科は多様な地域と文化，即ち多文化公共圏を教育研究の基盤としており，事実アジア

を初め，アングロ及びラテンアメリカ，大洋州等をフィールドとしている。近年，歴史的にヨーロッパ

の影響の下にあったアフリカが注目を集めている。この地域を研究対象とするためには複数のディシプ

リンと新たな方法が必要である。この意味で，坂本の『タンザニアの経済開発と文化』の研究はアフリ

カ社会の形成過程を経済開発に焦点を当て制度や仕組み（グローバル・ガバナンス）の観点から分析し

ており，社会と文化とを統合する新たな視点による意欲的試みである。また，アフリカを研究対象とし

ていることは，ODA 等による援助国である日本の援助の在るべき方策を示す研究成果として重要な意義

を有するものである。 
 

（理由） 

平成 20 年度に日本学術新興会の科学研究費（研究成果公開促進費・学術図書）の助成を受けた本書

については，国際開発学会及びアフリカ学会で高い評価を得ている。 

早稲田大学教授で国際開発学会会長・西川潤氏は「従来の社会開発の理論を，豊富なデータに基づい

て，文化を重視する内発的発展の立場から再構成した画期的な力作である。南の社会，開発問題を自分

の眼で見直したい人たちに広く薦めたい」と国際学研究科の学際的研究方法の社会的学術的意義を高く

評価している。本書は，開発経済学という学術面のみならず，多文化公共圏研究という国際学的観点か

ら生まれた国際学部・研究科全体の高い研究成果のレベルを示しており，顕著な変化として判断できる。 
 

【本の内容】 

フィールドワークで得た市民の声と自然・文化の多角的

分析を基にタンザニアの内発的発展のあり方を探る。 

豊富なデータとフィールドワークから得られた市民の生

の声を基に，タンザニアでの内発的発展を探る。本文英語。 
 
目次 

Introduction:Social development,culture,and participation 

１  Development and Culture Reconsidered in Tanzania 

(Re‐conceptualizing ‘Development’ and the Role of ‘Culture’ 

Creation and Diversities of ‘Culture’ in Tanzania) 

２  Social Development with Endogenous Perspective in Tanzania 

(Tanzania’s Policies Re‐examined:Endogenous perspectives and 

impacts on social development Participation in Development and 

Culture:From the diverse agencies in Lindi Region) 

Summary and Conclusions:Toward theorizing endogenous development 

Appendix(ListsQuestionnaire interviews) 

 

ISBN 978-4-86110-174-8 



整理番号 18-２-３ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 教育学部・教育学研究科 

 
１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例１ 「研究活動の状況（研究活動の実施状況）」 
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 

（取組及び成果の状況） 
本学部・研究科では，教員養成 GP 事業「授業改革と地域連携の相乗的な質的向上施策」など，教員

養成方法の改善に向けての様々な取組を実施してきた。平成 20 年度以降の取組の中では，特に，教育

現場との連携による「小学校外国語（英語）活動に関わるシラバス・指導法の開発」に関する取組が大きな

成果を上げた。その内容は次の通りである。 
小学校教員と大学教員が協力して，小学校外国語（英語）活動に必要な「シラバス開発」と具体的な

活動例を映像で示す「指導法 DVD作成」の研究開発を行った。その成果は，大学における教員養成・研

修だけでなく，県内外の教員研修でも活用され，具体的には以下のような状況につながっている。 
○宇都宮大学 
・教員研修 「小学校英語活動指導法定期研修」（宇都宮市教育委員会と宇都宮大学との連携事業） 
・教員養成・研修 教職課程の授業「小学校英語活動の理論と実践」(小学校教師も参加) 
・大学主催 「小中高英語教育連携セミナー」での提案 

○宇都宮市の教育改革  
  開発したシラバス，作成した DVDは宇都宮市の教育改革（地域学園構想における会話科での英語活

動，平成 23年度から本格実施）で活用されることになっている。 
○栃木県内外の研修 
・栃木県総合教育センター「平成 21年度外国語活動指導者研修」 
・栃木県那須烏山市，那須町などでの教員研修 
・東京都品川区・練馬区・稲城市，三重県，茨城県，横浜市などでの教員研修 
○学会発表 
 ・平成 21年度小学校英語教育学会（東京） ２件の研究発表 
 ・平成 22年度小学校英語教育学会（札幌） ６件の研究発表 
○研究助成金 
・本研究は，主として平成 20年度科研費「小学校英語教育に関わる指導者研修モデル・指導者養成カ

リキュラムの開発」によるものであるが，その成果が認められ，平成 22年度科学研究費（「児童・

生徒の意識調査と言語習得研究の観点による小中連携の授業」）を獲得することになった。 
 
（理由） 
 この取組は，教育現場との連携を深めることにより，「指導する側」「指導される側」「指導(活動)の根

拠（第二言語習得研究の成果）」を有機的に結びつけ，研究活動の質の向上を目指したものである。そ

の成果が認められ，平成 22 年度科学研究費（「児童・生徒の意識調査と言語習得研究の観点による小

中連携の授業」）を獲得することになった。この取組に代表されるように，本学部・研究科では，教員

養成方法の改善に向けての研究活動の実施状況について顕著な変化があったと判断する。 
 
 
 
 



整理番号 18-２-４ 
 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 教育学部・教育学研究科 

 
１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例２ 「研究活動の状況（科学研究費補助金の受入）」 
 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 
 
（取組及び成果の状況） 
 科学研究費補助金の受入状況について，平成 16 年度から平成 19 年度までの期間と平成 20 年度以降

の期間を比較すると，平成 16年度から平成 19年度までの平均は 21.3件（総額 25,836千円）であり，

平成 20年度から平成 21年度までの平均は 29.5件（総額 40,267千円）である。受入件数は 38%増，受

入総額は 56%増であり，科学研究費補助金の受入状況は大きく向上している。 
また，大型の科学研究費補助金による研究活動として，特に「美術教育文献のアーカイビングに関

する発展的研究」に関する取組が大きな成果をあげた。その内容は次の通りである。 
平成 20年 8月上旬，〈第 32回 InSEA国際美術教育学会世界大会 2008in大阪〉に世界 44ヶ国から 1,115

名を集め，我が国の美術教育研究がグローバルな視野で展開されていることを実証した。その際，我が

国の美術教育制度や内容を内外の研究者に端的に提示したのが，『20 世紀後半の日本美術科教科書研究

【日英対訳】山口喜雄著（1998－2008 刊）／Study on the Works Introduced in Art Textbooks in the Last Half of the 
20th Century in Japan[ Japanese-English parallel translation ] by Nobuo Yamaguchi (Written between 1998－
2008)』（A4 判･全 333 頁：「美術教育文献のアーカイビングに関する発展的研究」平成 19～22年度科学

研究費補助金基盤研究Ａ 実績報告書Ⅰ [課題番号 19203036 ]）である。 また，「アーカイビング研

究会」ないし“Art Education Archiving”で検索できる「美術教育文献」の Web サイト

http://www.ae-archiving.jp/を平成 20 年４月２日に創設した。日本屈指の美術教育文献 11,521 点の検

索，136 名の執筆者が各々約 600 字にまとめた 396 冊の『日本美術教育主要文献解題』，各種研究報告

等々の主な部分を日英対訳で記載し，国内外に情報発信を行っている。これらの研究成果については，

大学美術教育学会理事長が，美術教育ジャーナルの『美育文化』2009 年 3 月号に『20 世紀後半の日本

美術科教科書研究』の書評を寄せ，高く評価した。また，前記 Web サイトは平成 21 年，同科研におけ

る米国メトロポリタン・伊国ヴァチカン・仏国ルーブル等々の美術館教育普及担当者への訪問取材の受

諾にも有効に機能した。 
 
（理由） 
 科学研究費補助金の受入状況について，平成 16 年度から平成 19 年度までの期間と平成 20 年度以降

の期間を比較した結果，大きく向上していると判断した。また，科学研究費補助金による研究成果も高

い評価を得ている。 
 

左：『20世紀後半の日本美術科教科書研究』  右：『「美術教育文献」の Webサイトを初公開！』 

         



整理番号 18-３-５ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部・工学研究科 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 I 研究活動の状況 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「研究活動の実施状況」 

 
（取組及び成果の状況） 
 平成 19 年４月にキヤノンと連携して開設したオプティクス教育研究センターの目的は，社会のニ

ーズに応えて光学技術を維持・強化するとともに，光学に関する高度技術者教育と研究者を育成する

ことである。平成 20-21 年度は，平成 19 年度の基礎固めの上に，次のような顕著な取組みを行ってい

る。まず，第１に，平成 20 年度概算要求（研究推進）において「光技術の総合的推進事業」が採択と

なり，キヤノンからの寄付金と併せて，特任准教授１名及び特任研究員９名を採用し，人的に飛躍的

な拡充を行った。第２に，平成 20 年度概算要求（施設整備）において，オプティクス教育研究センタ

ー棟(CORE)の建設が認められ，平成 21 年 10 月に竣工して教育研究施設を整えた。第３に，平成 21

年度の補正予算による「地域産学官連携拠点整備事業」（代表者・栃木県）に応募して採択となり，総

額５億円で光学関連の設備を宇都宮大学に設置すると共に，光融合技術イノベーションセンターを立

ち上げた。本センターは，光学関連の技術開発を実用化に結びつけることを目的としており，オプテ

ィクス教育研究センター等の成果を実用化へとつなぐことが期待されている。第４に，平成 21 年６月

に栃木県の重点５分野の一つである光産業の振興協議会が立ち上げられ，オプティクス教育研究セン

ター長が会長に選任され，名実共に，本学は地域の光産業振興，及び光産業技術に関する産学官連携

の中心として認知されている（下左記事）。第５に，センター長を代表者として他機関と共に戦略的イ

ノベーション創出事業に応募・採択され，平成 21 年度から最長 10 年間，年間約１億円の研究費を獲

得して研究環境を強化している（下右記事）。 

 

(理由) 本研究事例の特長は，民間企業との連携により，光学の教育研究に対する社会のニーズに

応える形で，拠点形成を行ったことである。平成 20-21 年度の実績は，上記の通り，２件の概算要求

採択，補正予算による整備事業採択，地域の光産業振興の中核機関としての認定，大型外部資金の獲

得等であり，顕著であると判断する。この間の関連報道関係資料の一部を下記に示す。 

 

======== 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



整理番号 18-３-６ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部・工学研究科 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅱ 研究成果の状況 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

○顕著な変化のあった観点名 「研究成果の状況」 

 
（取組及び成果の状況） 
 工学部・工学研究科の研究目標は，「工学における基礎・基盤研究を継承し，さらに進化させる研究」

を行い，「社会ニーズに応え，地域社会に貢献する研究」を推進し，「国際社会に貢献する研究」を促進

することにある。平成 20-21 年度には，これらに応えた社会的及び学術的に意義のある優れた成果が輩

出した。 
 
（理由） 
 （業績番号１及び２）の研究は，本学としても中心的に推進している光学に関連した研究成果であり，

国際会議での招待講演などを多数回行っているとともに，その成果が世界的に著名なジャーナルに掲載

されている。さらに産業化に結びつく可能性の高いホログラム関連の成果（業績番号１）とがん治療に

向けたレーザー粒子加速器に関する飛躍的な成果に結びついた成果（業績番号２）であるため，「工学

における基礎・基盤研究を継承し，さらに進化させる研究」として，その成果は高く評価できる。 
 また工学研究科教授 伊藤直次による膜反応プロセスの研究開発の業績は，化石燃料に代わる次世代

エネルギーとして期待される水素エネルギーの利用技術開発に関するものである。この基礎研究の成果

は低炭素社会の構築に寄与するものであり，同分野の学術・工学の進歩に多大な貢献をしたとの評価を

受け，平成 20 年度 化学工学会賞（研究賞）を授与された。翌平成 21 年には，本成果に関する専門書

を共著で執筆し，世界最高水準の研究成果の１つと認められた「パラジウムメンブレンリアクター」に

関する研究成果は全 11 のトピックスの１つに選ばれ，Simulation of Membrane Reactors, Nova 
Science Publishers (New York)の 1 章として掲載され，複数の学会から招待講演を受けるなど高い外部

評価を受けた。「工学における基礎・基盤研究を継承し，さらに進化させる研究」であり，「社会ニーズ

に応え」「国際社会に貢献する研究」であると認められる。 
 さらに本学教員の研究成果が国際規格ならびに世界標準化に採用された事例が２件あり，学術的な高

い評価とともに，「国際社会に貢献する研究」を推進したと言える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



整理番号 18-３-７ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部・工学研究科 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例１「研究活動の状況」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 

 
（取組） 光学に関する教育研究拠点の形成 
（成果の状況） 
 本学がキヤノンと連携して開設したオプティクス教育研究センターの目的は，社会のニーズに応えて

光学技術を維持・強化するとともに，光学に関する高度技術者教育と研究者を育成することである。平

成 20-21 年度は，平成 19 年度の基礎固めの上に，２件の概算要求採択，補正予算による整備事業採択，

大型外部資金の獲得を行って，研究組織及び施設設備を整備し，研究環境を強化して，本センターを光

学に関する教育研究拠点として確立した。 
 「光技術の総合的推進事業」（平成 20 年度概算要求（研究推進））では，キヤノンからの寄付金と併

せて，特任准教授 1 名及び特任研究員９名を採用し，研究組織の飛躍的な拡充を行った。平成 20 年度

概算要求（施設整備）において，オプティクス教育研究センター棟(CORE)を平成 21 年 10 月に竣工し

た。「地域産学官連携拠点整備事業」（平成 21 年度の補正予算，代表者・栃木県）では，光学関連の設

備を宇都宮大学に設置すると共に，光融合技術イノベーションセンターを立ち上げた。 
 平成 21 年６月には，栃木県の重点５分野の１つである光産業の振興協議会が立ち上げられ，オプテ

ィクス教育研究センター長が会長に選任されて，名実共に本学は地域の光産業振興及び光産業技術に関

する産学官連携の中心として認知されることとなった。 
 さらにセンター長を代表者として他機関と共に戦略的イノベーション創出事業に応募・採択され，平

成 21 年度から最長 10 年間の研究費を獲得して，教育研究拠点としての研究環境を強化している。 
 
（理由） 
 本事例の特長は，民間企業との連携により，光学に関する

教育研究拠点形成を行ったことである。平成 20-21 年度は，

各種の大型資金の獲得を行って，研究組織及び施設設備を整

備し，光融合技術イノベーションセンターを立ち上げ，地域

の光産業振興及び光産業技術に関する産学官連携の中心とし

て教育研究環境の強化を実現しており，光学に関する教育研

究拠点を確立したと言える。その実績は顕著であると判断す

る。この間の関連報道関係資料の一部を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



整理番号 18-３-８ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名 工学部・工学研究科 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例２「研究成果の状況」 

 

２．上記１における顕著な変化の状況及びその理由 
 
（取組及び成果の状況） 
 IEC(International Electrotechnical Committee)は，電気工学，電子工学，及び関連した技術の国際

的な標準を決定する団体であり，我々の生活で使われている電気電子に関わる様々な国際的な取り決め

を決定している。ここで，高速で変動する電流パルスをディジタルレコーダーを用いて計測する方法の

世界的な標準が，工学研究科教授 里周二による以下の研究を元に制定された【参考１】。この決定は，

平成 21 年９月に行われた国際会議で各国代表者の投票により行われたものであるが，本学の提案が圧

倒的多数の支持を受けて採用された。 
【代表的な論文】 
1) 里周二 et al.「測定ケーブルが雷インパルス電圧波形パラメーターに及ぼす影響」電気学会論文誌 A，

vol.128-A, No.11 pp.663-668 (2008). 2) 里周二 et al.「インパルス電圧波形測定用ディジタル・レコー

ダの非線形性試験」電気学会論文誌 A，vol.129-A, No.7 pp.470-476 (2009).  
 また工学研究科准教授 奈良崎道治は，金属の熱処理用冷却剤の冷却性能の評価法と焼入冷却に関す

る研究成果をもとに，JIS 改訂委員会の委員長として「金属の熱処理用冷却剤の冷却性能評価法 JIS 規

格（JIS K2252）」の改訂を実施し，引き続いて米国 ASTM 規格への提案を実現した【参考２】。さらに，

平成 19-21 年度の３年間にわたって (財)日本熱処理技術協会の国際規格適正化検討委員会の委員長と

して，各国の関連団体への協力要請訪問や国際委員会開催，ISO 規格案の作成などの活動を通して ISO
規格提案の準備を行った。これら国際規格化に関する国際的活動が高く評価されて，2009 年 IFHTSE
（国際熱処理表面処理連合）Fellow３名中の１名に選出されている。 
【代表的な論文】1) M. Narazaki, M. Kogawara, M. Qin, Y. Watanabe: “Measurement and database 
construction of heat transfer coefficients of gas quenching”,Strojniški vestnik - Journal of 
Mechanical Engineering 55(2009)3, 167-173. 
 
（理由） 
 上記はいずれも日本のみならず世界の標準に寄与する研究成果

であり，高く評価できる顕著な変化であると判断される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【参考１】IEC による標準決定の報告書（抜粋） 【参考２】米国 ASTM 規格提案 

ドラフト(p.1)



整理番号 18-４-９ 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名  農学部・農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

分析項目 Ⅱ 研究成果の状況 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

○顕著な変化のあった観点名 「研究成果の状況」 

 

（取組） 稲新品種の開発（品種登録） 

（成果の状況） 

 農学部附属農場で前田忠信名誉教授（平成 2008 年度退任）を中心に 1990 年に試験田において極めて

大きい稲穂の株を発見し，この株を分離し約 15 年間の長年に亘る米の品種改良・選抜を重ねて来た結

果，新品種の開発に成功し平成 22 年１月に「ゆうだい 21」として農林水産省に品種登録された。現在

の稲品種育成の大半が，コシヒカリなどをベースとする，親の遺伝形質が明らかになっているもの同志

で行われているため似通った品質のものにならざるをえない。それに対し，ハイブリット米から育成し

た「ゆうだい 21」は非常に異なった品質・形質を有し，食味に優れているだけでなく，茎径も太いため

倒伏しにくく，いもち病にも強い新品種として稲作農家にとってインパクトが強い長丈穂重型の品種で

ある。この特性は，コシヒカリと対等な優良品種の開発として注目され日本農業新聞をはじめ，多くの

中央誌等に取り上げられるなど社会的反響ばかりでなく，種籾の注文が殺到している。 

 

（理由） 

 中期目標・計画には，基礎から応用に至る基盤的研究を推進するとともに個性的で発展性のある研究

を積極的に推進するとある。本成果は，まさに，基礎的な研究を応用に発展させるという本学の精神を

示した成果といえる。育種という基礎学の基盤をもとに長年かけて育種選抜をし，うま味はもとより，

耐病性や耐倒伏性のつよいコシヒカリに次ぐ品種を確立し品種登録をできた。その結果は，新たな良質

の水稲品種開発に対する社会的評価も高く，関係者からは今後の普及に期待が持たれている。 
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整理番号 18-４-10 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名  農学部・農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例１「研究活動の状況」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組及び成果の状況） 

分析項目Ⅰの「研究活動の状況」において特記すべきことは，評価第一期の最終年度である 21 年度

は法人化初年度（16 年度）に比べ科学研究費補助金，受託研究費および共同研究費受け入れ額が，それ

ぞれ 2.8 倍，６倍および３倍の増でありその他を含めた外部資金受け入れ額全体としても３倍に増額し

ている点である。また，暫定評価時点（19 年度）に比べても 1.2 倍となっている。これらの外部資金受

け入れの増額は，研究の活発化を示しており平成 21 年度には文部科学省科学技術振興調整費（地域再

生人材創出拠点の形成）に「里山野生鳥獣管理技術者養成プログラム」が採択された。こうした活動の

拠点として農学部附属「里山科学センター」を平成 21 年７月に設立し，里山における生物多様性や野

生鳥獣管理，伝統的文化・知識の継承などの教育研究を進めている。さらに同年に農林水産省の競争的

研究開発事業「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」に採択され，先進的工学的テクノロ

ジを応用した高品質輸送システム・高性能輸送資材の開発，イチゴの輸送適性によって柔軟な流通形態

をとることができるロバスト流通システムの開発を目指している。これらの事業を推進するにあたり栃

木県の７試験研究機関および東京農工大大学など他機関との提携も展開されている。 

 

 (理由) 

「研究活動の状況」科学研究費補助金，受託研究費，共同研究費などの外部資金受入を年度毎に合計

した金額としては年々増加し，評価第一期最終年度である21年度は19年度までの暫定評価時の1.2倍，

法人化初年度（16 年度）に比べ３倍以上の伸びである。その実績として，文部科学省科学技術振興調整

費（地域再生人材創出拠点の形成）や農林水産省の競争的研究開発事業「新たな農林水産政策を推進す

る実用技術開発事業」，の獲得が挙げられる。また，これらの事業展開を他機関との提携により展開し

ていることは，本学部・研究科の目的である「他研究機関との連携や競争的研究資金の導入を促進する」

を十分に達成していると判断される。 

 これらから，取組や活動，成果の状況が非常に優れており，本学部・研究科で想定する関係者の期待

を大きく上回ると判断される。以下，外部資金獲得一覧と取り組み成果の客観資料を添付する。 
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整理番号 18-４-11 

 

現況分析における顕著な変化についての説明書（教育／研究） 

 

法人名 宇都宮大学 学部・研究科等名  農学部・農学研究科 

 

１．分析項目名又は質の向上度の事例名 

事例２「研究成果の状況」 

 

２．上記１における顕著な変化のあった取組及び成果の状況，その理由 

 

（取組及び成果の状況） 

19 年度までの暫定評価後の学術面における SS の水準は１件ある(別途資料農学部・農学研究科研究

業績 No.１)。しかし，本学部で取り組んでいる研究は学術面のみならず応用，実用化の視点に立った

研究も重視している。その顕著な取り組みとして松田勝准教授は，野生メダカの遺伝的性判別システ

ムを確立したことで，自然環境下の野生集団で生じている性転換を確実に検出できる方法を確立した。

このことにより，メダカは，野生動物の性転換を検定できる唯一の指標動物となった。高橋美智子准

教授は世界ではじめての鉄欠乏耐性植物を作出した。さらにニコチアナミンが花や実の形成に必須で

あることを見いだした。これらは，食糧問題，土壌浄化，貧血に寄与する高鉄米の作出に貢献してい

る。また，吉澤史昭教授は乳清（ホエー）中に体タンパク質の同化促進機能をもつ栄養因子が含まれ

ることを明らかにし，ホエーを有用な高機能食品素材と変貌させ，スポーツ飲料を始めとする栄養食

品へのホエーの応用利用研究を活性化した。 
 

 (理由) 

学術面での SS の水準が１件あるとともに，上記の松田准教授，高橋准教授，吉澤教授の取り組み

は国内外から高く評価され，松田准教授は平成 20 年度の文部科学大臣表彰「若手科学者賞」，並びに

財団法人農学会の「日本農学進歩賞」を，高橋准教授は平成 21 年度の農林水産技術会議「若手研究

者賞」を受賞している。また，吉澤教授は，高機能食品素材としてのホエーの研究は，食品・栄養学

的な視点のみならず資源循環利用の視点からも高く評価され，財団法人森永奉仕会から平成 20 年度

「森永賞」が授与された。このように本学部の取り組みは，実際的な応用，実用化への大きな可能性

を有しており，農学が実学であり，社会的にいかに貢献するかが重要であるとの視点に立つ取組

や活動，成果の状況が優れており，本学部・研究科で想定する関係者の期待を上回ると判断され

る。以下に客観資料を添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

↑若手研究者賞賞状 

↑森永賞賞状 

↑若手科学者賞賞状 

↑日本農学進歩賞賞状 



宇都宮大学

学部・研
究科等

水準
整理番号・行数
等

誤 正

1 国際学部 教育
18-1-1・下から
11行目

文科省 文部科学省

2 〃 〃
18-1-2・（成果
の状況）１行目

文科省 文部科学省

3 教育学部 教育
18-3-3・教育課
程の編成の４行

文科省特別経費 文部科学省特別経費

4 〃 〃
18-3-3・教育課
程の編成の４行

申請，採択された。 申請し，採択された。

5 〃 〃
18-3-3・教育課
程の編成の(理
由)の１行

文科省特別経費 文部科学省特別経費

6 〃 〃

18-3-3・学生や
社会からの要請
への対応の「学
年別利用状況」

（平成20年６月から，平成21
年１月まで）

（平成20年６月～平成22年１
月まで）

7
教育学研
究科

教育 18-4-4・表

8 農学部 教育
18-7-14・上か
ら４行

基本的組織の構成 基本的組織の編成

9
国際学
部・国際
学研究科

研究
18-1-2・（理
由）１行目

科学研究費 科学研究費補助金

10
教育学
部・教育
学研究科

研究
18-2-3・下から
９行

科研費 科学研究費補助金

正誤表「現況分析における顕著な変化についての説明書」
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学部・研
究科等

水準
整理番号・行数
等

誤 正

11 〃 〃
18-2-3・下から
８行

科学研究費 科学研究費補助金

12 〃 〃
18-2-3・下から
３行

科学研究費 科学研究費補助金

13
工学部・
工学研究
科

研究
18-3-5・上から
11行

オプティクス教育研究セン
ター棟(CORE)

オプティクス教育研究セン
ター棟

14 〃 〃
18-3-7・上から
13行

オプティクス教育研究セン
ター棟(CORE)

オプティクス教育研究セン
ター棟
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